様式第３号

企　画　提　案　書


令和　　年　　月　　日


東　広　島　市　長　様


　令和８年５月２２日付けで募集のあった、東広島市地域包括支援センター運営業務委託の公募型プロポーザルについて、次のとおり企画提案書を提出します。



　　　　　　　　　　　　　　　　　　法人所在地　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　法人名　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　㊞



	応募する圏域
	

	事務所設置予定場所
	　東広島市

	担当者所属部署
	

	担当者 (ふり)氏名 (がな)
	

	書類等送付先
	

	電話番号
	

	ＦＡＸ番号
	

	Emailアドレス
	







様式第４号
法　人　の　概　要

１　応募法人の概要　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　 　年　　月　　日作成
	ふ　り　が　な
法　人　名
	

	法人所在地
	

	代表者職氏名
	

	設立年月日
	

	従業員・従事者数
	

	資本金（基本財産）
	

	沿　革
	



２　給与及び処遇体系
	(1) 給料表の有無
	□有　　□無　（□→■で選択すること）

	(2)（給料表がある場合）
職員への給料表の公開
	□公開している　□公開していない（□→■で選択すること）

	(3) 時間外勤務、休日勤務
に関する方針
	





	(4) 健康管理に関する取組み
	




	(5) 研修制度
	






様式第５号
	法人の理念及び運営方針等

	① 法人の理念及び運営方針等について、記載してください。






















	② 職員の処遇改善に関する考え・取組みについて、記載してください。

















※１枚以内で簡潔明瞭に記載してください。
※記載内容が正確に伝わるように編集・表現してください。
様式第６号
	運営の基本方針

	２－①応募理由（応募の動機）について記載してください。









	２－②センター運営における方針（「地域共生社会」の構築を目指す中で、地域包括ケアの中核機関として、どのように法人（応募法人）の得意分野を生かした運営を行うのかを明記）を記載してください。








	２－③地域包括支援センター運営における公正・中立性の確保の考え方について記載してください。また、ケアプラン作成における公正・中立性の確保の考え方についても記載してください。








	２－④地域の福祉関係者等（民生委員、住民自治協議会、社会福祉協議会等）との連携に対する考え方について、また、応募圏域における具体的な連携案について記載してください。








	２－⑤専門機関（医療機関、社会福祉施設等）との連携に対する考え方について、また、応募圏域における具体的な連携案について記載してください。









※計２枚以内で簡潔明瞭に記載してください。
※記載内容が正確に伝わるように編集・表現してください。

様式第７号
	包括的支援事業等の実施
※各項目について、受託後にどのように取り組むのか、その基本方針と具体策について記載してください。

	３－①総合相談支援業務について（「実態把握に係る取組み」も含めた形で記載してください）










	３－②権利擁護業務について（「高齢者虐待に関する認識」、「高齢者虐待への対応及び体制」、「成年後見制度に関する認識」、「成年後見制度に係る取組み」、「困難事例への対応及び体制」も含めた形で記載してください）










	３－③包括的・継続的ケアマネジメント支援業務について（「地域における連携・協働の体制づくりの具体的内容」、「地域の介護支援専門員に対する支援体制」も含めた形で記載してください）










	３－④	介護予防ケアマネジメント（第１号介護予防支援事業）について（「介護予防支援業務の一部を居宅介護支援事業所へ委託する際の考え方」、「高齢者の自立の可能性を最大限に引き出す支援を行うための取組み」も含めた形で記載してください）












	３－⑤地域ケア会議について（「地域ケア会議の目的と機能」、「地域ケア会議の具体的な計画」、「応募圏域における地域課題」も含めた形で記載してください）










	３－⑥在宅医療・介護連携の推進について（「人生会議（ＡＣＰ）の普及啓発の取組み」、「在宅看取りを希望された場合の対応内容」も含めた形で記載してください）










	３－⑦認知症施策の推進について（「認知症施策に関する国等の動向」、「認知症本人やその家族への支援についての考え方」、「認知症地域支援推進員の役割についての認識」も含めた形で記載してください）










	３－⑧一般介護予防事業について（「介護予防の必要性の考え方、具体的な取組みの提案」も含めた形で記載してください）












※計５枚以内で簡潔明瞭に記載してください。
※記載内容が正確に伝わるように編集・表現してください。
様式第８号
	管　理　体　制

	４－①個人情報の保護・管理の体制
○法人としての個人情報取扱いマニュアル等の有無について記載してください。
　→【マニュアル　　有　・　無　】
※法人にて個人情報取扱いマニュアル等がある場合は添付してください。

○受託後の個人情報の取り扱い、適切かつ安全に管理できる体制（研修実施ほか）について具体的に記載してください。






	４－②事故、緊急時の対応について（「事故、緊急時の対応及び体制の内容」、「休日、夜間等の緊急時に連絡の取れる体制の確保」、「災害時等の緊急時での適切な対応」も含めた形で記載してください）






	４－③苦情への対応
○法人としての苦情対応マニュアルの有無について記載してください。
→【マニュアル　　有　・　無　】
※法人にて苦情対応マニュアル等がある場合は添付してください。

○受託後の苦情対応（体制・手順等が整っているか）について、記載してください。






	４－④ハラスメント防止の方針
○法人としてのハラスメント防止マニュアルの有無について記載してください。
→【マニュアル　　有　・　無　】
※法人にてハラスメント防止マニュアル等がある場合は添付してください。

○受託後のハラスメント防止の方針、適切な対策の取組み内容（職員研修ほか）について、記載してください。









※３枚以内で簡潔明瞭に記載してください。
※記載内容が正確に伝わるように編集・表現してください。

様式第９号
	人材の確保・育成５－①

	センター職員の資質向上を図るために、どのような取組みを行うか具体的に記載してください（「研修計画等」、「地域包括支援センターにおけるチームアプローチの考え」、「市や職能団体が主催する研修会への職員の参加に対する法人としての支援」も含めた形で記載してください）
























※１枚以内で簡潔明瞭に記載してください。
※記載内容が正確に伝わるように編集・表現してください。

様式第１０号
人材の確保・育成　５－②


１　地域包括支援センターの配置予定職員の実人数
(人)
	職　　種
	実人数
	準ずる者の人数
	合　計

	３職種
	保健師
	
	
	

	
	社会福祉士
	
	
	

	
	主任介護支援専門員
	
	
	

	介護予防ケアマネジメント
業務に当たる者
	
	－
	

	計
	
	
	




２　職員配置予定者
1 保健師等
※適宜、次の表の書式をコピーし、対象人数分を記載してください。
	配置方法
	□法人内の人事異動　　□雇用内諾済　　□募集予定　　□現職
（□→■で選択すること）

	配 置 予 定 者
	氏名
	

	
	資格
	□保健師　　□看護師　（□→■で選択すること）
資格取得（取得予定）日：　　　　年　　月　　日
＊保健師に準ずる者の場合はその該当要件を記入してください。

	
	職歴
	期　　　間
	勤務先等
	職務内容

	
	
	　　　年　月～　　　年　月
	
	

	
	
	　　　年　月～　　　年　月
	
	

	
	
	　　　年　月～　　　年　月
	
	

	
	
	　　　年　月～　　　年　月
	
	

	
	
	　　　年　月～　　　年　月
	
	


※記入は枠内に収めてください。
（留意事項）
「配置予定者」は、配置予定が未定の場合は記入不用です。
「職歴」は現職を含めて過去の職務履歴を記入してください。
「雇用内諾済」の場合は、内諾が確認できる書面等を添付してください。





2 社会福祉士等
※適宜、次の表の書式をコピーし、対象人数分を記載してください。
	配置方法
	□法人内の人事異動　　□雇用内諾済　　□募集予定　　□現職
（□→■で選択すること）

	配置予定者
	氏名
	

	
	資格
	□社会福祉士　　□社会福祉士資格取得予定者　（□→■で選択すること）
資格取得（取得予定）日：　　　　年　　　　月　　　　日
＊社会福祉士に準ずる者の場合はその該当要件を記入してください。

	
	職歴
	期　間
	勤務先等
	職務内容

	
	
	　　　年　月～　　　年　月
	
	

	
	
	　　　年　月～　　　年　月
	
	

	
	
	　　　年　月～　　　年　月
	
	

	
	
	　　　年　月～　　　年　月
	
	

	
	
	　　　年　月～　　　年　月
	
	


※記入は枠内に収めてください。
（留意事項）
「配置予定者」は、配置予定が未定の場合は記入不用です。
「職歴」は現職を含めて過去の職務履歴を記入してください。
「雇用内諾済」の場合は、内諾が確認できる書面等を添付してください。

3 主任介護支援専門員等
※適宜、次の表の書式をコピーし、対象人数分を記載してください。
	配置方法
	□法人内の人事異動　　□雇用内諾済　　□募集予定　　□現職
（□→■で選択すること）

	配置予定者
	氏名
	

	
	資格
	□主任介護支援専門員　　□主任介護支援専門員資格取得予定者　
　（□→■で選択すること）　
資格取得（取得予定）日：　　　　年　　　　月　　　　日
＊主任介護支援専門員に準ずる者の場合はその該当要件を記入してください。

	
	職歴
	期　　　間
	勤務先等
	職務内容

	
	
	　　　年　月～　　　年　月
	
	

	
	
	　　　年　月～　　　年　月
	
	

	
	
	　　　年　月～　　　年　月
	
	

	
	
	　　　年　月～　　　年　月
	
	

	
	
	　　　年　月～　　　年　月
	
	


※記入は枠内に収めてください。
（留意事項）
「配置予定者」は、配置予定が未定の場合は記入不用です。
「職歴」は現職を含めて過去の職務履歴を記入してください。
「雇用内諾済」の場合は、内諾が確認できる書面等を添付してください。


4 　管理責任者（センター長）予定者経歴書
	現在の所属事業所等名称
	

	フリガナ
	
	生年月日
	年　　　月　　　日　

	氏名
	
	
	

	主　な　職　歴　等

	年　月～　　年　月
	勤　務　先　等
	職　務　内　容

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	職務に関連する資格

	資 格 の 種 類
	資 格 取 得 年 月 日

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	備　考（職務に関連する研修等の受講の状況等）



様式第１１号
	組織の安定性６－①

	委託業務を円滑かつ確実に履行できる組織体制（地域包括支援センターの活動のバックアップなどに組織的に関与し、委託業務を実施する方針等）について、記載してください。




























※１枚以内で簡潔明瞭に記載してください（提案内容、特筆すべき事項、アピールポイント等）。
※記載内容が正確に伝わるように編集・表現してください。

様式第１２号

組織の安定性　６－②

　配置予定職員が業務開始後、職員の退職等により職務に就くことができなくなった場合において、法人内の各職種資格所有者の有無及びこれに伴う人事異動等の対応の可否について記載し、代替人員確保等の方針について記載すること。

	職　名
	法人内有資格者人員
（□→■で選択すること）
	異動対応等の可否

	保健師等
	□有（　　　名）　□無
	□異動対応可　　□不可

	社会福祉士等
	□有（　　　名）　□無
	□異動対応可　　□不可

	主任介護支援専門員等
	□有（　　　名）　□無
	□異動対応可　　□不可

	介護支援専門員等
	□有（　　　名）　□無
	□異動対応可　　□不可

	
	□有（　　　名）　□無
	□異動対応可　　□不可

	
	□有（　　　名）　□無
	□異動対応可　　□不可

	受託後の職員の欠員等に伴う代替人員確保等の方針について

	





















※１枚以内で簡潔明瞭に記載してください（提案内容、特筆すべき事項、アピールポイント等）。
※記載内容が正確に伝わるように編集・表現してください。

様式第１３号

地域包括支援センターの設置計画

１　事務所の設置方法
	□土地取得（予定）　　□賃借（予定）物件内　　（以下□→■で選択すること）
【土地・建物の所有者：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　】
□法人施設内
□市の施設を利用



　※土地又は物件を賃借する予定である場合は、可能な範囲で、確保の見通しの状況を
記載してください。






２　事務室の設置場所
※賃借予定の場合は予定している所在地を可能な範囲で記載してください。
	所在地
	〒
東広島市　

	事務室位置
	　　　階建の建物中　　　　階（エレベーター：□有　　　□無）

	事務室の
位置案内
	＊相談等の来訪者に対する位置案内について、看板等の設置場所等の具体的な方策を記入してください。







３　事務室の設置内容
	面　積
	　　　　　　　　㎡
（事務室内に相談室（スペース）を設置する場合にはその面積を除く）

	設置状況
	　　□個室（独立利用）　　　　□他事業所と共有

	
	＊他事業所と共有する場合、事務室の仕切り方法を記入してください。





４　相談室（スペース）の設置内容
	面積
	　　　　　　　　㎡

	設置状況
	　　□個室（独立利用）　　　　□他事業所と共有

	
	＊事務室と共有する場合、相談室との仕切り方法を記入してください。





５　事務所平面図
	※事務所の平面図は、主なレイアウト（職員の机や書庫、受付用カウンターの配置予定など）を記入するとともに、建物入口からの部分と事務所を含めて記入してください。（縦記載、横記載のどちらでも可）







※１枚におさまるように記入してください。

６　設置予定事務所の状況がわかる現況写真等
1 　事務所設置予定建物の外観


（写真または画像データを添付してください）







2 　事務室・相談室（スペース）設置予定場所

　
（写真または画像データを添付してください）







７　地域包括支援センター運営に関する事項（利便性と利用者への配慮）
	地域包括支援センターの利便性と利用者への配慮について記載してください。




※２枚以内で簡潔明瞭に記載してください。
※記載内容が正確に伝わるように編集・表現してください。


様式第１４号

令和　　年　　月　　日

見　　積　　書


東　広　島　市　長　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法人所在地　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法人名　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　㊞
　


　　　東広島市地域包括支援センター運営業務委託に係る経費（圏域：　　　　　　　）



見積額（下記合計額）：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	年　　度
	年　　額

	令和 ９ 年度
	　円　

	令和１０年度
	円　　　　

	令和１１年度
	円　

	令和１２年度
	円　

	令和１３年度
	円　

	合　　計
	円　




※プロポーザル説明書「１業務の概要(5)提案上限額（令和９年度から令和１３年度まで）」に示す「提案上限額」を超えない範囲とする。
※消費税相当額込みの総額とする。消費税については、見積書作成時点における消費税率によるものとする。
※包括的支援事業として行う資産の譲渡は、非課税である（消費税法基本通達６－７－１０による）。


様式第１６号

企画提案書提出チェックリスト

	様 式
	書 類 名
	正本（１部）
	副本（６部）

	様式第３号
	企画提案書
	
	

	様式第４号
	法人の概要
	
	

	様式第５号
	法人の理念及び運営方針等
	
	

	様式第６号
	運営の基本方針
	
	

	様式第７号
	包括的支援事業等の実施
	
	

	様式第８号
	管理体制
	
	

	様式第９号
	人材の確保・育成５－①
	
	

	様式第１０号
	人材の確保・育成５－②
	
	

	様式第１１号
	組織の安定性６－①
	
	

	様式第１２号
	組織の安定性６－②
	
	

	様式第１３号
	地域包括支援センターの設置計画
	
	

	様式第１４号
	地域包括支援センター運営業務委託見積書
	
	

	様式第１５号
	見積明細書（収支計画書）
	
	

	様式第１６号
	企画提案書提出チェックリスト
	この用紙



